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歯並びの歯科矯正治療への医療保険適用の検討 

－健全な永久歯列をめざした予防的医療のミクロ経済分析－ 

 

平野吉子（大阪府立大学大学院経済学研究科後期課程） 

 

【はじめに】歯にまつわる四字熟語の一つに唇歯輔車がある。唇（くちびる）、歯（は）、輔

（頬骨）、車（歯茎）の四字である。「相互に密接に助け合う関係で、一方が亡びれば他方も

危うくなるか他方も亡びる」を意味すると言われている。近年、歯および口腔内の健康すな

わち口腔保健に関連する研究から、歯は顎顔面領域から、さらに心身の領域に及んで密接に

関わることが明らかになってきた。 

さて、わが国の医療は、国民皆保険の制度下で、WHO から世界一の長寿を誰でもが平等に

期待できるなど健康達成度世界一の評価を受けている。しかしながら、低迷する経済成長の

なかで年々増大する国民医療費が、財政を大きく逼迫させる要因となっている。これに対し

ての財政政策は、医療費抑制、患者負担の増加などのマクロ経済的な対策に終始し、フリー

アクセスを評価されているものの、選択的に低所得者階層の受診抑制を引き起こし、医療格

差を拡大している。 

歯科では、1995年、学校検診に歯並びの項目が加えられた。しかしながら、歯並びの異常

を指摘されても、医療保険が適用されていない歯科矯正治療を、経済的な理由から断念せざ

るをえない児童も数多い。歯科矯正治療とは、悪い位置にある歯や顎をよく噛める歯並びや

噛み合わせに誘導する治療である。これによって、正常な咀嚼機能と自浄作用、さらに美し

い口元が得られる。歯並びの異常は、生活習慣などの自己責任が問われるむし歯や歯周病と

異なり、偶発的に惹起される場合がほとんどである。歯並びの異常が指摘された患者が、学

童期に既に、医療の格差を被り、口腔および心身の領域において障害を受けることは、社会

的公平性の上から看過できない。 

そこで、筆者はこれまで、歯並びの異常に対する歯科矯正治療の医療保険適用を提言して

きた。2002 年財団法人8020 推進財団が「8020 運動（80歳になっても自分の歯を20本以上

保つ運動）を推進し、もって国民の歯科保険の向上に寄与することを目的」として設立され、

歯科保健の実態把握が行われるようになった。残存歯数が多いほど、咀嚼満足度が高く、身

体活動性、社会活動性も高いこと、さらに8020達成者（80歳になっても自分の歯を20本以

上保っている高齢者）においては歯並びが良好で、8020非達成者に比較して、高齢期の医科

に関わる医療費が有意に低いなどの報告も実態調査の結果である。これらの報告を実証モデ

ルとして、学童期の歯科矯正治療費を費用、高齢期の医科医療費の削減額を便益とした費用
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便益分析の結果、例えば、現在のような低金利の下では、学童期の歯科矯正治療に対する医

療保険の適用が有用であると2008年度経済政策学会で報告した。 

本稿では、歯科矯正治療歴を有する者はむし歯、欠損歯が少ないとの報告から想定される

歯科治療費の減額を便益とした分析を行い、学童期の歯並びの治療への公的支援が結果的に

医療費を抑制できるかを検討する。 

【歯科治療費の仮想モデルを用いた費用便益分析】 

歯並びの異常は歯の喪失の潜在的原因といわれ、機能的な歯並びが自浄性や顎骨への適切

な負荷をもたらすと考えられている。Gabrisら（2006）は、歯並びの治療を受けたものは受

けなかった者に比べて、16～18歳時のDMF歯すなわち、むし歯（decayed）、喪失（missing）、

処置（filing）の歯が 2 歯少ない（p<0.05）と報告している。また、Berg ら（2008）らは、

反対咬合を伴う8歳児に矯正歯科治療を加えたものは加えなかったものに比べて、65歳時に

喪失歯が2.2歯少ない（p<0.05）と報告している。 

歯並びの異常に対する歯科矯正治療を受けなかった者は、平均17歳で2歯むし歯が多く治

療が受けたが、自浄性が得られないままで再発を繰り返し、65歳で2歯多く喪失する。その

後喪失歯部分を補う補綴治療（ブリッジ）が受けたが、自浄性や顎骨への適切な負荷が得ら

れず、むし歯や歯周病を繰り返し、20年後には喪失歯部分を支えた隣在歯も喪失すると想定

する。 

むし歯に対する7回、喪失部分に対する5回の歯科治療経過を想定した1歯当りの治療費

用を算定する。歯科矯正治療歴を有する者の算定歯科治療費の減額2歯分を便益とし、歯科

矯正治療費を費用とする費用便益分析を行う。 

なお、歯並びの異常は叢生（乱杭歯）、空隙（隙っ歯）、上顎前突（出っ歯）、反対咬合（受

け口）、過蓋咬合（上下顎の前歯が深く噛み込む）、開咬（上下顎前歯の間に隙間があり、前

歯では噛み切れない）などに分類される。矯正歯科医の関与が明らかな調査では歯並びの異

常の発現頻度は約30％である。これまでに行った分析と同様に、最も発現頻度の高い叢生と

最も高額な治療費となる反対咬合の学齢期治療を取り上げた。 

費用：直接費用である一人当たり歯科矯正治療費を用い、交通費などの間接医療費は省いた。

また、一般の歯並びの異常に対する歯科矯正治療費は自費として扱われ、診療施設毎に設定

が異なる。そこで、口蓋裂などに起因する一部の咬合異常に適用されている医療保険点数を

用いて、各治療経過を想定して治療費を算定した。診療報酬は包括治療方式とし、また、治

療開始時の一括払いとした。治療開始時期としては永久前歯の萌え揃う概ね 7歳（早期治療

期）と、本格的な歯科矯正治療により顎成長のコントロールと永久歯の排列ができる概ね 12
歳時（本格治療期）とした。早期治療では、簡易な歯科矯正治療で不正咬合が改善でき、重

篤な不正咬合への移行を防ぐことができるが、早期治療によって歯並びの異常は改善された
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ものの本格的治療が必要となる場合がある。本格治療を必要とする確率が 50％とした費用も

算定し表 1に示す。 

表1 歯科矯正治療費（単位：万円） 

 叢生 反対咬合 

早期治療 20.8 26.1 

早期治療後、本格治療が必要（可能性：50％） 49.8 58.5 

本格治療 61.2 65.4 

便益：歯科治療費（DTFi ）の削減額とする。 

1歯あたりのむし歯や喪失歯に加えられる歯科治療の経過を想定し、歯科保健研究会編『歯

科診療』４３）に準じて算出した歯科治療保険点数を表2に示す。 

表2 1歯あたりの歯科治療保険点数（1点:10円に相当） 

治療保険点数 
治療 

受診時 

年齢 
むし歯 欠如歯 

① 17 608  

② 25 1027  

③ 33 1187  

④ 41 1304  

⑤ 49 2624  

⑥ 57 3101  

⑦a 930  

⑦b 

65 

 3690 

⑧ 70  5760 

⑨ 75  3950 

⑩ 80  6590 

⑪ 85  1190 

小計 10581 21380 

計  31961 

1歯あたりのむし歯に起因する一連の治療点数の単純合計は31961点、歯科治療費削減額

は約32.0万円である。歯科矯正治療歴を有する者の便益は2歯分の約62.0万円である。 

次に、筆者のこれまでの報告と同様に割引率を加えた便益を考える。 

割引率を加味した便益（B ）：歯科矯正治療を受けた個人が17歳治療①からそれ以降の治療

⑪の各受診年齢時に生存する割合（LRi）に歯科医療費（DTFi）を乗じて得た削減額を割引
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率１％以上で引戻して集計した現在価値である。すなわち、 

     

B＝ 2×∑LRi×DTFi／（1＋γ）i－ｓ 

     iεA 

ここで、ｓは歯科矯正治療の開始年齢、γは割引率である。なお、i は集合 A=

｛17,25,33,41,49,57,65,70,75,80,85｝すなわち、治療①から⑪の患者年齢である。 

LR i としては、厚生労働省（2005）の完全生命表の生存数３３）を用い、早期治療期（7 歳）

または本格治療期（12歳）を基準とした生存率を治療①から治療⑪の患者年齢、すなわち17

歳から65歳までは8歳ごとに、65歳から85歳までは5年ごとに求めた。 

表3 生存率表 

  男子 女子 

経過年数 生存率（％） 生存率（％） 
年齢 

７歳～ 12歳～ 

生存

数 7歳基準 12歳基準

生存

数 7歳基準 12歳基準

7 0   99559 100.00   99638 100.00   

12   0 99504 99.94 100.00 99602 99.96 100.00 

17 10 5 99412 99.85 99.91 99550 99.91 99.95 

25 18 13 98976 99.41 99.47 99338 99.70 99.73 

33 26 21 98409 98.84 98.90 99060 99.42 99.46 

41 34 29 97536 97.97 98.02 98591 98.95 98.98 

49 42 37 95831 96.26 96.31 97723 98.08 98.11 

57 50 45 92314 92.72 92.77 96016 96.36 96.40 

65 58 53 85664 86.04 86.09 93077 93.42 93.45 

70 63 58 79195 79.55 79.59 90058 90.39 90.42 

75 68 63 69275 69.58 69.62 85054 85.36 85.39 

80 73 68 55242 55.49 55.52 76839 77.12 77.15 

85 78 73 37495 37.66 37.68 62965 63.19 63.22 

         2005年完全生命表（厚生労働省統計情報部）データをもとに著者改編 

結果：便益すなわち仮想歯科治療費の削減額は、単純合計ではいずれの歯科矯正治療費より

概ね大きかった。しかしながら、1％以上の割引率を考慮した場合の便益は、早期治療の場合

のみ、便益が勝った。すなわち叢生治療の早期治療費では男子1.69%、女子1.90%で、反対咬

合治療の早期治療費では男子1.23%、女子1.44%で大きかった。 

【まとめと今後の課題】 

  歯並びの異常に対する学童期の歯科矯正治療に対して医療保健を適用した場合に仮想され
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る歯科医療費用の削減額は単純合計ではいずれの歯科矯正治療費より概ね大きかった。割引

率を加味した現在価値では、7 歳児に開始する早期治療に対して低い割引率に留まるものの

歯科矯正治療費用より大きかった。 

近年、歯並びの治療によって、心理的・社会的な影響が報告されるようになった。これら

の報告の多くは、心理的・社会的な障害の回復をあげており、生産性の向上や健康寿命の延

伸による生産性の増大がさらに便益を大きくすると考えられる。また、Reisine (1985)は歯

の急性炎症による労働損失を1.5日と報告している。急性炎症に対するペイン･コントロール

が進み、労働損失に到ることは少なくなっていると予想されるが、痛みに因るQOLの低下は

十分に考えられる。 

今後、金銭的な換算が困難ではあるがこれらの生活の質：QOL（Quality of Life）の向上

や満足度（Utility）の評価に加えて、学童期治療によって回避される 

① 入院手術を必要とする外科的矯正治療 

② 受診に伴う機会費用が大きい成人期の本格的矯正治療 

および 

 ③ 抜歯適用の歯科矯正治療とせざるを得ない場合の抜去した歯の価値の損失 

④  歯科受診に関わる間接費用 

⑤ 今回の検討を加えなかったその他の歯並びの異常 

について検討を加えたい。 

医療保険の導入当初は歯科医療費が高騰する。長期的な見通しの医療施策とともに医療保

険での歯科矯正治療費、治療術式の見直しなど、これまで公費負担で看過されている費用対

効率の分析についても再考を要する。さらに患者の治療費用の支払い方法に、公平性に対す

る配慮も不可欠である。 

 

稿を終えるに臨み、討論者をお引き受け下さり詳細にわたって意義深い御示唆を賜りました尾道大学大西

秀典教授に深謝致します。また、終始ご懇切なるご指導を賜りました関西学院大学宮田由紀夫先生に心より

御礼を申し上げます。 
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